
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 発機構

1 事業の成果
当期の利用者数は延べ 5,575人 となり、前期と比較し利用者数の減少および減収決算となりました。

来期以降も、職員の一層の意識改革と向上に取り組み、全社一致団結し厚生労働省の求める質の高い

介護サービスの提供と地域社会へのさらなる貢献を目指します。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【62,871】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

厠三務【に百己犀貫
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

NPO法 人 デ
イサービスセ
ンター夢の飛
行船

高齢者介護保険通所介護
施設

令和 3年

11月 1日

から令和

4年 10月

31 日

杉並区

高円寺南

3-48-5

24人

東京都内

における

地域住民

5,575人 54,670

定款
さ
事

に記載
た
名
れ
業

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

費
⊃蝶岬



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

人

36,000正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受人評価益

受取補助金

通所介護事業収益 54,492,136

受取利息 23

5

給料手当
役員報酬
退職給付
福利厚生

32,969,125

567,085
費用
費

1,698,602

92,464

1,124,047
109,377

1,531,988

1,317,518

82,500
0

1,498,806

920.641

61,200
598,752

267,820

1,341,033
25,436

6,183,144

会議費
減価償却費
修繕費
租税公課
賃借料
保険料
交通費
通信費
地代家賃

調材料費
外注委託費
衛生費
交流事業費
水道光熱費
消耗品費
広告費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費 40,169

1,020,000
1,500,000

事務用消耗品費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
減価償却費
修繕費
租税公課
会議費
支払手数料
賃借料
保険料
接待交際費
諸会費
研修費
雑費

23,650
46.498

491,377

410,568

2,140,776
974,069

218,866

47,700
223,678
1,204,500

992,530

6,983,3412

968



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 福祉開発機構
単位 :円

金   額 小計・ 合計

現金預金

未収金

棚卸資産
前払費用

2
1

車両運搬具

什器備品
建物附属設備
リース資産
の の

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金
修繕積立金

4,795,375
8,233,933

50,050
3,883,147

16,962.505

446,138
736,332
776,167
564,060
105,374

136,000

739,800

3.503.871

【A】 資 産 合 計 ①+② 20,466,376

短期借入金

未払金
未払法人税等
預り金
― ス

長期借入金
退職給付引当金
長期未払金

― ス

8,241,857
16,319,500
70,000
160,152
208,560

25,000,069

4,182,800
390,260

4,573,06(
29.573.129

B-2

-9.106.753

-835,96S
―S,270、 785

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B― ¬】十 【B-2】 20,466,376

3-1】  日  1日[(

負 債 合 計 ③ +



28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  福祉開発機構

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
1,有形固定資産
定率法または旧定率法を採用しております。
ただし、平成28年4月 1日 以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
2.無形固定資産
定額法又は旧定額法を採用しております。
3.リ ース資産

法人税法の規定に基づくリース期間定額法を採用しております。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式を採用 しております。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

科 目
通所介護
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門 合計

36,000

54,492,136

142,537

36,000

0

0

54,492,136

142,537

36,000
0

0

54,492,136

142,537
54,670,673 54,670,673 54,670,673

32,969,125

567,085

2,933,710

32,969,125

0

0

567,085
2,933,710

０

〉

ｏ
４

民
υ

Ｕ^

0

34,469,125

1,020,000
0

607,254

2,933,710
36,469,920 36,469,920 2,560,169 39,030,089

1,341,033

1,498,806

14,017,689

0

1,341,033

0

1,498,806
0

14,017,689

410,568

974,069

5,599,204

0

1,751,601

0

2,472,875
0

19,616,893
16,857,528 16,857,528 6,983,841 23,841,369
53,327,448 53,327,448 9,544,010 62,871,458

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費
その他費用

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費
その他費用

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 1 225 1,343,225 -9,514,010 -8,200,785

内容 金 額 算定方法



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事
項

事業費と管理費の技分方法

事業費と管理費に共通する経費のうち、地代家賃、減価償却費及び水道光熱費については面積割合により按分 していま

す。

その他の事業に係る資産の状況

７
，

Ｒ

）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

16,447,958

12,218,040

21,339,831

5,445,960
210,747

0

∩
〉

′
４

２
υ

（ソ 49,320

1,169,310

16,447,958

12,218,040

21,339,831
4,276,650

210,747
0

0

0

136,000
739,800

16,001,820
11,481,708

20,563,664
3,712,590

105,373

0

446,138
736,332

776,167

564,060
105,374
0

0

0

136,000
739,800

56,489,016 49,320 1,169,310 51,865,155 3,503,871

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

建物附属設備
リース資産
その他の有形固定資産

無形固定資産
ソフトウェア

投資その他の資産

敷金

修繕積立金

合計 55,369,026

科 目 期首残高 当期イ入 当期返済 期末残高
5,352,270 2,889,587 8,241,857
5,352,270 2,889,587 8,241,857

短期借入金

合計

科 目
計算書類に計上

された金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

8,241,857 8,241,857

8,241,857 8,241,857

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )
短期借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特

単位 :円
金   額 ′lヽ 計 滸

4 795.375

8,233.933

138

/:/ =>

ソフ トウェア

A

の

37

2

敷 金

50.050

14

776,167

332

現金預金

手元現金
西武信用金庫普通預金
三菱UFJ銀行普通預金

679,617

2,132,779
529,929

通所介護事業未収金
自己負担未収金

7.212,814

1.021.119

販売用寄附物品
前払費用

内装設備他
リース資産

50,050

3,883, 147

16 962 505

446,138

736,332

776,167

564.060

105,374

136.000
739,800

3 503 871

【A】 資 産 合 計 ①+② 20,466.376

8.241,857

208,560

1、 114,800
15.204,700
70,000

147,900

12,252
208.560

25.000.069

8,241.857

16.319,500

70,000

160,152

短期借入金
一時借入金

未払金

車両未払金
その他経費

職員に対する源泉所得税
報酬に対する源泉所得税
リース債務
三菱電機クレジット

長期 リース債務
三菱電機クレジット

長期未払金
車両未払全
その他

390,260
390.260

4, 182,800

4 573

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 29.573.129

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 -9.106753

1'1甘 卸資産

立替 金 (一時 †替令 )

利用者設備他
覆野劾爾肩扁誦層

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

一 精 偕 珈 薔 茜

(1'有 形回足貫座
車両運搬 具

事 業用車両

借地権

l色槽 合 鮮 0

【|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 」』驚雅虐ぢF:腑ξf緒 !ξ鮮綿肥羅腎1躍哲所並

特定非営利活動法人

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

〇
監事
フシ
゛
モトタクソ
゛
ウ 令和3年 11月 1日

令和4年 4月 3日

年  月  日

年  月  日藤本 卓三

o監
事
フシ
゛
モト  ナオヤ 令和4年 5月 5日

令和4年 10月 31日

年  月  日

年  月  日藤本 直也

監事

l/\" t)/ l:i 令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日小林 奈弓

4 監事

クニユキ  ケイコ

国行 恵子

令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

年   月 日

日年 月

5

⌒

曜ヲ・監事
モトムラ  クミコ 令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

年 月

月

日

日年元村 久美子

6
⌒

tョヮ
。監事

ヨシオカ  サトコ 令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

年  月  日

年  月  日吉岡 聡子

7
〇
監事

コイス
゛
ミ  サオリ 令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

年  月  日

年  月  日小泉 さおり

8 理事

ミウラ  トオル 令和3年 11月 1日

令和4年 10月 31日

年  月  日

年  月  日三浦 徹

9 理事・監事
年・ 月   日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 福祉開発機構

氏    名

1
藤本 直也

2
小林 奈弓

3 岡
田 安功

4
国行 恵子

5
三浦 徹

6 稲葉 明美

7 藤本 和也

8
小林 龍史

9
荻原 昌子

10
向山 理恵子

11
宮岸 邦夫

12 岡田 洋子




